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お問い合わせは

宮崎市　介護保険課・地域包括ケア推進課
   21-1777…介護サービスに関すること

   21-1773…介護予防に関すること

介護保険料に関すること   42-7147…
認定申請に関すること   44-2591…

宮　崎　市

【+10( プラス・テン )】とは…
あと10分いつもより多く
からだを動かすことです。
普段から元気にからだを動
かし、脳卒中、心臓病、糖
尿病、がん、転倒・骨折、
ロコモ・寝たきりを予防し
ましょう。
※�詳しくは「厚生労働省」
のホームページをご覧
ください。



保険証はお住まいの
市区町村から交付されます
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　介護保険の被保険者証（保険証）は、
制度を運営しているお住まいの市区町
村（保険者）から交付されます。

利用料
（費用の1割～3割）

保険証の交付
認定の通知

■介護保険のしくみ

相談 支援

連携

連携 連携

保険料の納付
認定の申請

介護保険サービス

介護報酬

介護報酬の請求

地域包括
支援センター

居宅介護事業所
（ケアマネジャー）

（費用の9割～7割）



保険証の記載内容を
確認しましょう
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　介護保険には40歳以上の方が加入します。介護保
険は40歳以上の方が保険料を納めて、高齢者の暮ら
しをみんなで支えるという社会保険制度です。 　保険証は受けとったら内容を確認

して、必要なときに使用できるよう
大切に保管しておきましょう。

保険証のチェックポイント

保険証の番号を、
別に控えておきま
しょう
住所・氏名・生年
月日などに誤りが
ないかを確認しま
しょう

裏面の注意事項を
よく読みましょう

介 護 保 険 被 保 険 者 証

保険者番号
並びに保険
者の名称及
び印

番　　号

氏　　名

住　　所

生年月日 性
別

被

　
　保

　
　険

　
　者

交付年月日

フリガナ

（一）

○○市町村 ○○
○印

　介護や支援が必要であると「認定」を受
けた方は、サービスを利用できます。

介護保険の保険証
●65歳以上の方1人に1枚ずつ保険証が交付されます。
●65歳になる前月（誕生日が1日の方は、前々月）に交付されます。
〈保険証はこのような時に必要です〉
・要介護認定の申請をするとき ・サービスを利用するとき　など

　介護保険で対象となる病気（特定疾病）が原因で介護や支援
が必要であると「認定」を受けた方は、サービスを利用できます。

　特定疾病には「初老期における認知症」「関節リウマチ」「末期がん」などの
16種類の病気が定められています。それぞれの病気に診断基準が設けられ
ていますので、要介護認定の申請の前に、主治医に相談しましょう。 

介護保険の保険証
●要介護認定を受けた方に交付されます。

※介護が必要となった原因は問われません。

65歳以上の方

40歳以上65歳未満の方
（医療保険に加入している方）

第1号被保険者

第2号被保険者

※交通事故などが原因の場合は、介護保険でなく
障がい者福祉施策などの対象になります。

介護保険に加入する方と保険証
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認定された要介護状態区分等
（事業対象者、要支援1・2、要介護1〜5）

保険料の滞納などで
給付に制限がある場
合に記載されます

ケアプランの作成や
介護予防ケアマネジ
メントを依頼する居
宅介護支援事業者名
等が記載されます

要介護状態区分等

区分支給限度基準額

認定年月日（注）

居宅サービス等
1月当たり
サービスの種類 種類支給限度基準額

認定の有効期間

（うち種類支給
　限度基準額）

認定審査会
の意見及び
サービスの
種類の指定

（二）

（注）事業対象者の場合は、基本チェックリスト実施日

給　付　制　限

介護保険施設等 種類

名称

種類

名称

開始年月日
終了年月日
開始年月日
終了年月日
開始年月日
終了年月日

入所等年月日

退所等年月日

届出年月日

届出年月日

届出年月日

内　容 期　間

入所等年月日

退所等年月日

（三）

居宅介護支援事業者若
しくは介護予防支援事
業者及びその事業所の
名称又は地域包括支援
センターの名称

保険証には、サービ  スを利用するための
大切な情報が記  載されています

施設サービス（17ページ）を
利用する場合に、介護保険施
設等で名称や入退所等年月日
を記載します

市区町村が認定した
年月日

認定結果の有効期間

居宅サービス等（16
〜18、22ページ）
の1か月に利用でき
る上限

市区町村によって個
別のサービスの上限
が設定されます（設
定しない場合はこの
欄の記載はありませ
ん）

利用できるサービスの
指定がある場合はそ
のサービス以外の給
付は受けられません
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申請
　宮崎市の担当窓口に要介護認定の
申請をします。申請は、本人または
家族のほかに成年後見人、地域包括
支援センター、指定居宅介護支援事
業者や介護保険施設などに代行して
もらうことができます。

調査・審査
　心身の状況を調査し、どのくらい
の介護が必要か審査します。

申請には介護保険の保険証と医療保険
に加入していることが確認できるもの、
「要介護・ 要支援認定申請書」が必
要です。

1

2

認定・通知
　必要な介護の度合いに応じて、次
ページのような要介護状態区分に分
けられます。

認定された要介護状態区分や支給限度
額などが保険証に記載されます。

　認定結果に不服があるときは、宮
崎県の「介護保険審査会」に申し立
てができます。

3

介護保険の要介護・
要支援認定申請の手順

※基本チェックリストを
用いて、申請者の状況
等を確認し、「事業対象
者」の申請を行うこと
も可能です。



要介護状態区分
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　介護の度合いに応じて、以下のよ
うに分けられます。この区分によっ
て利用できるサービスや限度額など
が異なります。

主な在宅サービスの
支給限度額

　１か月に利用できる支給限度額内
で、サービスを組み合わせて利用で
きます。
　利用できるサービスについては16〜18、22ページ
をご覧ください。

要介護状態区分

要介護 1

要介護 2

要介護 3

要介護 4

要介護 5

　50,320円

167,650円

197,050円

270,480円

309,380円

362,170円

※上記の支給限度額は標準的な地域のもので、地域差は
勘案していません。

1 か月の支給限度額
事業対象者・要支援 1

○主な在宅サービスの支給限度額
要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1

事業対象者

非該当

16、17ページへ

介護保険の
介護サービス
（介護給付）

18ページへ

介護保険の
介護予防サービス
（予防給付）

22ページへ

地域支援事業の
介護予防・生活支援
サービス事業

23ページへ

地域支援事業の
一般介護予防事業

（要支援1相当）

要支援 2 105,310円



12 13

※世帯単位ではなく、個人単位の上限額になります。

区　分 世帯の上限額

世帯全員が市民税非課税

●生活保護の受給者等

140,100円

93,000円

44,400円

24,600円
●合計所得金額および課税年金収入額の
合計が80万9千円（　　　　　　　）
以下の方

●老齢福祉年金の受給者
15,000円※

15,000円

課税所得690万円以上

課税所得380万円以上690万円未満

市民税課税世帯で課税所得380万円未満

　介護保険と医療保険を利用したときの自己負担額が
年間で高額になったときは、それらを合算して年額で限
度額を設ける高額医療・高額介護合算制度があります。

令和7年8月から

サービスの利用
～生活課題に基づいたケアプラン作成～

　利用者は、サービス利用票と保険証、
介護保険負担割合証をサービス提供事
業者に提示して、ケアプランにもとづ
いたサービスを利用します。

サービスの利用料について
【利用者は費用の1割〜3割を負担し

ます】
　サービスを利用する方
は、サービス費用の1割
〜3割を負担します。

【負担額が高額になったとき】
　同月内に受けたサービスの自己負担額
（1割〜3割負担分）の合計（同じ世帯内に
複数の利用者がいる場合は世帯合計）が
一定額を超える場合、その超えた分が「高
額介護サービス費」として後から支給され
ます。
○自己負担の限度額（月額）　　　

【支給限度額を超えてサービスを利用するとき】
　支給限度額（11ページ）を超えるサー
ビスを利用するときは、その超えた分
は全額自己負担になります。
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　要介護認定を受けた方は、保険証に記載
されているサービス利用に関する事項をも
とに、ケアプランを作成してもらいます。
●要介護1〜5の方は、介護サー
ビスのケアプランを居宅介護支
援事業者に作成してもらいます。

●要支援1・2の方は、介護予防サービスの
介護予防ケアプランを、地域包括支援セン
ターまたは介護予防支援の指定を受けた居
宅介護支援事業者に作成してもらいます。
※介護予防・生活支援サービス事業のみ利用する場
合は、地域包括支援センターに作成してもらいます。

●事業対象者は、必要に応じて地域包括支援
センターに作成してもらいます。

ケアプランの作成や介護予防ケアマネ
ジメントを依頼するうえで宮崎市に届

け出るときと、 居宅介護支援事業者や地域包括
支援センターにケアプラン作成や介護予防ケア
マネジメントを依頼するときに保険証が必要です。

  サービスの内容　 利用者の状況にあった
サービス内容や回数か

  契約期間　 要介護認定の有効期間に合わ
せた契約期間となっているか

  利用者負担額　 利用者負担金の額や交通
費の要否などの内容が明記されているか

  利用者からの解約　 利用者からの解約が
認められる場合およびその手続きが明記さ
れているか

  損害賠償　 利用者が損害を与えられた場
合の賠償義務が明記されているか

  秘密保持　 利用者および利用者の家族に
関する個人情報が保持されるようになって
いるか
※契約書には以上の項目以外にもさまざまな項目があ
ります。よく読み、また不明なところは説明を受け
て確認しましょう。

※�非該当と認定された方は、宮崎市が行う地域支援
事業の一般介護予防事業を利用できます。

ケアプランの作成



居宅サービス
●訪問介護（ホームヘルプ）
●訪問入浴介護
●訪問看護
●訪問リハビリテーション
●居宅療養管理指導
●通所介護（デイサービス）
●通所リハビリテーション（デイケア）
●短期入所生活介護（ショートステイ）
●短期入所療養介護（医療型ショートステイ）
●特定施設入居者生活介護
●福祉用具貸与
●特定福祉用具販売
●住宅改修費支給

施設サービス
●介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
 ※原則として要介護3〜5の方対象。

●介護老人保健施設（老人保健施設）
●介護医療院

●定期巡回・随時対応型訪問介護看護
●夜間対応型訪問介護
●地域密着型通所介護
●認知症対応型通所介護
●小規模多機能型居宅介護
●認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
●地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
 ※原則として要介護3〜5の方対象。

●看護小規模多機能型居宅介護

16 17

利用できるサービス
〈介護サービス〉

要介護1〜5の方が受けられるサービス

地域密着型サービス
　地域の実情に応じて提供していく地
域密着型サービスも利用できます。

要介護1〜5の方が受けられるサービス
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 利用できるサービス〈介護予防サービス〉

介護予防サービス
●介護予防訪問入浴介護　
●介護予防訪問看護
●介護予防訪問リハビリテーション
●介護予防居宅療養管理指導
●介護予防通所リハビリテーション（デイケア）
●介護予防短期入所生活介護（ショートステイ）
●介護予防短期入所療養介護（医療型ショートステイ）
●介護予防特定施設入居者生活介護
●介護予防福祉用具貸与　●特定介護予防福祉用具販売
●介護予防住宅改修費支給

●介護予防認知症対応型通所介護
●介護予防小規模多機能型居宅介護
●介護予防認知症対応型共同生活介護※（グループホーム）
　※要支援1の方は利用できません。

要支援1・2の方が受けられるサービス

地域密着型サービス
　地域の実情に応じて提供していく地域密着型
サービスも利用できます。

要支援1・2の方が受けられるサービス

保険料の決め方
　介護保険は公費と皆さんの保険料を財源に運
営しています。だれもが安心してサービスを受
けられるように、保険料は必ず納めましょう。
65歳以上の方の保険料

40歳から64歳の方の保険料
市区町村の負担金

都道府県の負担金

国の負担金

12.5
12.5

25

27

23 サービスの
利用者負担
原則として費用の
1割～3割です

65歳以上の方の保険料
　お住まいの市区町村で必要な介護保険サービス
の費用や65歳以上の人数によって、保険料の基
準額が決まります。その基準額をもとに、所得な
どに応じた段階別の保険料が決められます。
「基準額」は次のように算出されます。

市町村で必要な
介護サービスの
総費用

65歳以上の
方の負担分
23％

市町村の
65歳以上の
方の人数

市町村の
保険料の
基準額

　基準額は全国一律ではなく、市町村ごとに必要なサービス
の総費用や65歳以上の方の人数によって異なります。

× ÷ ＝
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保険料の納め方

65歳以上の方（第1号被保険者）
　原則として年金から納めます。年金額に
よって納め方は2種類に分かれています。

40歳以上65歳未満の方
（第2号被保険者）
　加入している医療保険の算定方法
により保険料額が決められ、医療保
険料と一括して納めます。

※特別徴収の対象となる年金は老齢（退職）年金、遺族年金、障害
年金です。

　年金の定期支払い（年6回）の際に、介護保
険料があらかじめ差し引かれます。

　納付書または口座振替で、介護保険料を市区
町村に個別に納めます。

●年金の年額が18万円未満の方は

特別徴収

普通徴収

●年金の年額が18万円以上の方は
　世帯に属している第2
号被保険者（40歳以上
65歳未満の方）の人数
や、所得などによって決
まります。

　同じ世帯の第2号被
保険者全員の医療分・
後期高齢者支援金分と
介護分を合わせて、世
帯主が納めます。

国民健康保険に加入されている方

職場の健康保険に加入している方
　健康保険組合、共済
組合など、加入している
医療保険の算定方式に
基づいて決まります。

　医療分・後期高齢者支
援金分と介護分を合わ
せて、給与から差し引か
れます。

　災害など、特別な事情で一時的に保険料が支払
えなくなったときなどは、介護保険課にご相談く
ださい。

困った時は介護保険の窓口へ困った時は介護保険の窓口へ
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介護予防・
日常生活支援総合事業

介護予防・生活支援サービス事業

事業対象者、要支援1・要支援2の方が対象
（介護予防・生活支援サービス事業）

訪問型サービス

通所型サービス

●介護予防型訪問サービス（ホームヘルプ）
●訪問型家事援助サービス
　（家事援助スタッフによる生活援助）
●訪問型短期集中サービス
　・運動　・栄養　・口腔
　・介護予防ヘルプサービス

６５歳以上の方が対象（一般介護予防事業）

●通所型短期集中サービス
　・運動　・栄養　・口腔
●介護予防型通所サービス（デイサービス）

　日常生活での困りごとを改善するため
に、個人に応じたサービスで支援します。

●健幸運動教室
　体力の維持・向上及び
いきがいづくりのために、
体育館や自治公民館等で
「宮崎いきいき健幸体操」
を実施しています。
●フレイル予防健幸塾
　身体や気持ちの衰えを
感じている方を対象に、4
か月間の『フレイル予防健
幸塾』を開催しています。週
1回、運動・口腔・栄養・認知
症予防のプログラムに参加
し、自宅でもできる取り組
みを身につけることができ
ます。
●いきいき手帳
　健康づくりと介護予防の
ために必要な情報を掲載し
た「いきいき手帳」を作成・
配付しています。この先の
人生を健康に過ごせるよう
に、あなたもいきいき手帳
を活用してみませんか。

詳しくは下記のQRコード
を読み取るか、「宮崎市
健幸運動教室」で検索し
てください。

詳しくは下記のQRコード
を読み取るか、「宮崎市
フレイル予防健幸塾」で
検索してください。

住み慣れた地域で自分らしい生活を続けるためにも、今から健康
づくりの習慣を身に付けましょう。

詳しくは下記のQRコード
を読み取るか、「宮崎市
いきいき手帳」で検索し
てください。


